
日本の民間企業の研究開発プロジェクトの目的別の割合

15

 「既存の製品・サービスの機能
や性能の向上」、「顧客ニーズ
への対応」、「市場シェアの維
持・拡大」の割合が上位４項
目に含まれており、既存の市場
における製品・サービスの革新
を志向する研究開発プロジェ
クトの割合が相対的に大きい
ことを示している。

 とはいえ、「新製品・新サービス
の創出」の割合は3番目に高い

 国内外における新市場の開拓
を目的とする研究開発プロジェ
クトの割合は下位の２項目と
なっている。

各企業の主要業種において2019年度に実施した研究プロジェクトの目的別の割
合について、5つの階級を設定し、最も当てはまる階級を尋ねた。図では、回答の
全体的な傾向を見るために、各階級の中位値をとって計算した平均値を示した。
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既存の製品・サービスの機能や性能の向上

顧客ニーズへの対応

新製品・新サービスの創出

市場シェアの維持・拡大

生産コストの削減

主として国内を対象とした新市場の開拓

国外を含む新市場の開拓

研究開発プロジェクトの目的別の割合（平均値）

提供：科学技術・学術政策研究所，「民間企業の研究活動に関する調査報告2020」，NISTEP
REPORT No.191, 2021年6月．
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研究開発を志向する企業に関するケーススタディ
○トヨタ自動車株式会社

今やっていることが正解かどうかは分かりません。研究開発はそんなものですと言うとそれで終わりですが、将
来に向かってトライしないと悔いが残ると思います。従来の自分たちだけでは、実現できないのは明らかですの
で、いろいろな知見を集めて実施しています。また我々の強みはリアルなモノづくりで、そこにいろいろなものを
積み上げるスタイルです。コアの部分を強くしながらイノベーションを組み上げる手法だからこそ、現実感があり
ます。
（内山田竹志トヨタ自動車株式会社代表取締役会長特別インタビュー(2020), STI Horizon, Vol.6, No.2, NISTEP ）

○株式会社デンソー
デンソーにはもともと新しいことに挑戦する風土があった。未知のことに挑戦することに対する寛容な雰囲気と

新たな製品成立原理を確立したいという技術者の執念がうまくかみ合った結果であろう。
（伊藤誠悟 (2012),一橋大学 GCOE プログラム「日本企業のイノベーション―実証経営学の教育研究拠点」大河内賞
ケース研究プロジェクト）

○浜松ホトニクス株式会社
光に関連した技術を根幹に据え、まだ見ぬ科学の果てをめざし、社会への価値の還元という明確なビジョンの下

に研究開発を行っているという点では、まったくブレるところがない。（中略）浜松ホトニクスの類いまれな成功
は、学術に内在する発展のメカニズムと、社会の課題の解決という長期的なビジョンの融合による、研究開発のた
ゆまぬ向上に起因するかもしれない。
（七丈直弘,  村田純一 , 赤池伸一 , 小笠原敦(2013), 一橋ビジネスレビュー, Vol.61 No.3 38-51頁 , 東洋経済新報社）

○株式会社日立製作所
戦略を立てる上で最も大事なことは、全体を俯瞰して、できる限りこれを定量的に表現することだと思っていま

す。日立では、創設以来100年間、何十万報という研究報告書が永久保存されていて、更に会社の月別製品別の売
上げも相当長期にわたって保存されています。研究戦略に関する組織の長として、その「ビックデータ」から今後
の研究開発の戦略を導こうとしたりしました。
（中略）博士の集まりというのは、「日立返仁会」ですね。もともとは創業者の一人で、初代CTOともいえ、そ

の後50年以上にわたって日立の研究開発を指揮したといえる馬場粂夫博士の方針でできた集まりです。日立は日立
の業務に関する専門技術を練磨する中で博士人材を自分で育てよう、という考えから、もともとは入社後に博士を
取得した方々が集まり、更に後輩の博士を育てようという集まりだったようです。民間企業は大学での博士号取得
者をもっと採用すべき、という意見もありますが、飽くまでその博士専門技術がその企業とどうマッチするかの議
論がまずあるのがよいと思います。
（武田晴夫株式会社日立製作所技師長 特別インタビュー(2018), STI Horizon, Vol.4, No.3, NISTEP ）



調査分析のまとめと論点
• 調査分析のまとめ

 日本企業の研究開発費は、世界経済危機(2008年)以降、他の主要国に比べて増加率が小さ
い。GDP当たりの研究開発費も(依然として世界トップレベルであるが)横ばいに推移。世
界ランキングも低下傾向であるが、一部企業は維持又は上昇。

 日本は、特許の出願数、世界ランキングにおいて世界トップクラスであるが、商標の出
願は相対的に少ない。グローバルイノベーター（特許の質も加味）では上位にある。

 研究開発の付加価値に対する生産性は低下傾向にある。

• 論点
 平均的には、日本企業の研究開発は、イノベーションや産業競争力に結びついていない
傾向がある。他方、一部企業においては、パフォーマンスは高い。

 企業経営の意思決定のあり方、産業構造の変化への対応等に課題があるのではないか。
 一般に、中央研究所の時代から外部に知識源を求めるオープンイノベーションの時代へ
の変遷の中で、日本企業の研究開発や我が国のイノベーションシステムはどのように変
化してきたのか。

 我が国の平均像と高パフォーマンスの企業の違いは何か。そこから得られる政策インプ
リケーションは何か。

なお、産業構造の転換におけるスタートアップの重要性は既に指摘されており、関係施策
の展開が行われるところ。また、産業界における博士人材の活用については別の議論の場を
設ける予定。
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政策への示唆
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平均な傾向
 企業研究開発費は
トップクラスであ
るが、諸外国に比
べのびが少ない。

 特許関連指標は
トップクラス

 付加価値の上昇に
結びついていな
い。

等

高パフォーマンス企業
の個別事例
 基礎から商業化研
究までの明確な研
究開発戦略

 オープンイノベー
ションに対応する
吸収能力
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企業の研究開発費の現状（製造業）

• 製造業における研究開発費は中国が米国を抜いて1位に
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出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2022」を基に、内閣府が加工・作成。
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企業の研究開発費の現状（非製造業）

• 非製造業における研究開発費は米国が1位
• 米国は情報通信業, 金融・保険業, 専門科学・技術サービス業の金額が多い
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出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2022」を基に、内閣府が加工・作成。



国内企業R&D費Top50社(2021年)

22出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2022」を基に、内閣府が加工・作成。



主要国・地域別の特許出願

23出典：科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標2022」，調査資料-318, 2022年8月を元に内閣府作成

• パテントファミリー＋単国出願数シェアを見ると、日本は1980年代から1990年代にかけて、他国を大きく引き離している。1990年代の前
半には、日本のシェアは60％近くに達したが、1990年代半ばから急激に減少している。この間、1980年代後半から米国、1990年代前半か
ら韓国、2000年代前半から中国が、パテントファミリー＋単国出願数を大きく伸ばしている。2010年以降、日本と中国の順位が入れ替わ
り、2017年（2016-2018年の平均）時点では中国のシェアが64.0％、日本のシェアが11.6％となっている。中国が急速にパテントファミリー
＋単国出願数シェアを増加させるのに伴い、近年は全ての主要国でパテントファミリー＋単国出願数シェアは低下傾向にある。

• 質的な側面を加味したパテントファミリー数の変化を見ると(図表4-2-6(B))、米国は1980～1990年代にかけて25％以上を保っていたが、2000
年代に入ってからシェアは低下傾向にある。米国と日本の順位は1990年代後半に入れ替わり、2000年代は日本のシェアが第1位となってい
るが、2000年代中頃から減少傾向にある。2016年時点の日本のシェアは26.0％である。

注）パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に結び付けられた2か国以上への特許出願の束である。
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主要国・地域別特許出願の特徴

 日本は10年前から引き続きパテントファミリー(2か国以上への特許出願)数で世界第1位。
 中国のシェア増加に伴い、「情報通信技術」、「電気工学」、「一般機器」における日本のシェアは
低下。

注：
パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に結び付けられた2か国以上への特許出願の束である。通常、同じ内容で複数の国に出願された特許は、同一のパ
テントファミリーに属する。項目「バイオ・医薬品」は「バイオテクノロジー・医薬品」の略であり、「情報通信」は「情報通信技術」の略である。

欧州特許庁のPATSTAT(2021年秋バージョン)をもとに、科学技術・学術政策研究所が集計。

2005-07年

2015-17年

第
一
位
を
キ
ー
プ

【主要国の技術分野毎のパテントファミリー数シェアの比較】【主要国・地域別パテントファミリー数(上位10か国・地域)】

•日本は「電気工
学」、「一般機器」の
シェアは相対的に高
い。

•中国は「電気工
学」、「情報通信」の
シェアが増加。

国・地域名 数 シェア 順位
日本 61,922 29.9 1
米国 48,732 23.5 2
ドイツ 28,504 13.8 3
韓国 18,919 9.1 4
フランス 10,583 5.1 5
台湾 8,874 4.3 6
英国 8,595 4.2 7
中国 8,537 4.1 8
カナダ 5,262 2.5 9
イタリア 5,242 2.5 10

国・地域名 数 シェア 順位
日本 63,627 26.0 1
米国 55,018 22.4 2
ドイツ 27,709 11.3 3
中国 26,793 10.9 4
韓国 22,298 9.1 5
フランス 11,075 4.5 6
台湾 10,162 4.1 7
英国 8,624 3.5 8
イタリア 5,815 2.4 9
カナダ 5,160 2.1 10

2005年 - 2007年(平均)　整数カウント

2015年 - 2017年(平均)　整数カウント
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参照：科学技術指標 2022 図表 4-2-12 
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提供：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2022」



科学と技術のつながり: サイエンスリンケージ

 日本は論文を引用しているパテントファミリー※が少ない。
 中国はパテントファミリーから引用されている論文が少ない。また、中国のパテントファミリーで
は自国の論文を引用している割合が、他の主要国に比べて低い傾向がみられる。

 各国のパテントファミリーが最も引用しているのは米国の論文である。

25

注：1) サイエンスリンケージデータベース(Derwent Innovation Index(2022年 1 月抽出))には日本特許庁は対象に含まれていないので、論文を引用している日本のパテントファミリー数は過小評価となってい
る可能性がある。
2)パテントファミリーからの引用が、発明者、審査官のいずれによるものかの区別はしていない。

欧州特許庁の PATSTAT(2021 年秋バージョン)、クラリベイト社 Web of Science XML(SCIE, 2021 年末バージョン)、クラリベイト社 Derwent Innovation Index(2022 年 2 月抽出)を基に、科学技
術・学術政策研究所が集計。

※: 2か国以上への特許出願

•日本のパテントファミリーが最
も引用しているのは米国の論
文（全体の38.4％）、日
本の論文は31. 9％

•米国のパテントファミリーが
自国の次に多く引用してい
るのは英国の論文
(10.2％)

•中国のパテントファミリーは自国の論文を引用している
割合が、他の主要国に比べて低い (9.2％)。

提供：科学技術・学術政策研究所，「科学技術指標2022」，調査資料-318, 2022年8月
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出典：森川(2020), 「研究開発と生産性・経済成長」を元に基に、内閣府が加工・作成。

• 日本経済の実力（＝潜在成長率）は、「アベノミクス」以降若干上昇。ただし、労働投入量、資
本投入量というインプットの増加によるもので、生産性（TFP）上昇の寄与度は低下。

• コロナ危機後の中長期的な成長率を高めるためには生産性向上が必要。

日本経済の潜在成長率
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業種別TFP成長率推移

出典：経済産業研究所「中小企業の新陳代謝に関する分析に係る委託事業」を基に、内閣府が加工・作成。

• 産業別の企業TFP成長率に着目すると、不動産は一貫して高い。
• 全業種を通して資源配分効果がもっと大きい。
• TFP向上には生産性の低い部門から高い部門へと労働力、資本を移動させることが重要
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• 研究開発投資の収益率を推計した研究は数多いが、対象とする国・産業・技術、推計方法な
どによってかなり幅がある。代表的なサーベイ論文で取り上げられた先行研究の単純平均は
36％（上位・下位5％を異常値処理すると33％）。

• R&D投資のGDP比率が1％ポイント上昇したときの生産性上昇率（ΔTFP）への効果＝R&D
の投資収益率（ρ）＊（R&D/Y）

研究開発投資の収益率

出典：森川(2020), 「研究開発と生産性・経済成長」



研究開発の性格・目的別の内訳
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76.0% 24.0%

既存事業向けの研究開発 新規事業向けの研究開発

64.8% 23.1% 12.1%

短期的（1～3 年未満）な研究開発 中期的（3～5 年未満）な研究開発
長期的（5 年以上）な研究開発

既存事業向けの研究開発の
割合（76.0%）が、新規事
業向けの研究開（24.0%）
よりはるかに大きい（３倍
強）

短期的な研究開発の割合
（64.8%）が大きく、中期
的な研究開発は２割強、長
期的な研究開発は1割強に
過ぎない

※本調査項目では、研究開発の性格
や目的別の内訳に関して、研究開
発費に基づく比率（概算）の回答
を求め、図にはその平均値を示し
た。

既存事業向けの研究開発と新規事業向けの研究開発の割合

短期的・中期的・長期的な研究開発の割合

提供：文部科学省科学技術・学術政策研究所，「民間企業の研究活動に関する調査報告2020」，NISTEP REPORT No.191, 2021年6月．
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研究開発とイノベーション

研究開発活動を実行した企業の方
が、プロダクト・イノベーション実
現企業割合が高い。

提供：文部科学省科学技術・学術政策研究所, 「科学技術指標2022」, 調査資料-318 (2022).

OECD, “Business innovation indicators 2021”を基に作成

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所, 「全国イノベーショ
ン調査2020年調査統計報告」 , 『NISTEP Report』, no.192 (2021) 及び
『STI Horizon』, vol.5 no.1, pp.41-47 (2019).

研究開発活動別主要国のプロダクト・イノベーション実現企業割合(%)
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